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現下不安定雇用の構造的要因 
 
宮嵜 晃臣 
 
問題の所在 
 
 本稿は専修大学社会科学研究所特別研究助成「若年・青年層の不安定就労ならびに社会保障
制度の現状」（2010－2012 年度）の中間報告の一環である。すでに『専修大学社会科学研究所
月報第 580 号』（2011 年 10 月）で述べておいたように、本研究グループの共通する問題意識
は「かくも雇用が不安定化した要因はどこにあり、現状の社会保障で人々の尊厳と生活が保障
できるのか、雇用ならびに社会保障制度をどのように正すべきか」という点にあったと筆者は
考えている。本稿の課題は現下の不安定就労、もしくは不安定雇用の要因を明らかにすること
にある。 
 雇用を広辞苑で引くと「当事者の一方（労務者）が、相手方（使用者）に対して、労務に服
することを約束し、相手方がこれに報酬を与えることを約す契約」と、元来法律用語のようで
ある。労務者から見れば、使用者に雇われて労働する関係であり、使用者からすれば、労務者
に賃金を支払って、働かせる関係である。 
2012 年 12 月の総務省労働力調査によれば、就業者 6197 万人のうち自営業者は 548 万人
（8.8％）、家族従業者 159 万人（2.6％）、雇用者が 5490 万人（88.6％）で、大方の人々は使
用者に雇われている。雇用が不安定になれば雇用者にとっては由々しき事態となる。市場経済
の下で生きていくためには貨幣は絶対不可欠である。その貨幣は譲渡、不法行為を除けば、販
表‐1 日本における労働市場の規制撤廃 
1985 年； 労働者派遣法制定、ただし適用を 13 業務に制限（ポジティブリスト） 
1995 年； 日経連「新時代の『日本的』経営」で雇用ポートフォーリオを提唱、雇用柔軟グ
ループ、高度専門能力活用型グループ、長期蓄積能力活用型グループ 
1996 年； 日経連「政府規制の撤廃・規制緩和要望」で労働者派遣法自由化、有料職業紹介
の規制撤廃を要望 
1999 年 2 月； 経済戦略会議、「日本経済再生への戦略」で「雇用の流動化」を答申 
1999 年 7 月； 労働者派遣法改正、適用業務のネガティブリスト化（製造業は禁止）、職業
安定法一部改正、施行 12 月 
2000 年； 政府の総合規制改革会議、労働者派遣の拡大と職業紹介自由化を提唱 
2003 年 6 月； 労働者派遣法改正、製造業への派遣解禁、派遣期間を原則 1 年を 3 年に拡大、
施行 2004 年 3 月 
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売の結果得られるものである。そして大半の人々にとって販売できるものは労働力に限られて
いる。不安定雇用とはこの虎の子の労働力の販売がままならないことを意味し、それは得られ
る貨幣が減少もしくはなくなってしまい、生活苦に直結するものとなる。したがって雇用の安
定は国民生活の安定の基本となる。 
雇用の不安定さは量と質の両面を持っている。賃金等の労働条件が労使間の個別交渉だけで
決定されれば、雇用者は厳しい条件を呑まざるをえず、労働契約については国家が介入し、労
使間の安定に努めてきた。すなわち労働組合法、労働基準法、労働関係調整法の労働 3 法のほ
か、職業安定法、国労法、男女雇用機会均等法、労災保険法等の労働法によって労働者の権利
が守られてきたのである。しかし表‐1 にみられるように、これら労働規制が緩和され、非正
規労働者が増大し、2010 年にはその比率は 34.4％に高まり、所定内給与でも平均年額で正社
員・正職員が 311.5 千円、正社員・正職員以外が 198.1 千円とその格差だけでなく、非正規労
働者は生活を維持することすらままならない水準におかれている1。福祉国家の枠組みであった
労働市場の規制が外され、労働力の安価で、不安定な多様な働かされ方が強要されている側面
が不安定雇用の質的側面である2。 
つぎに不安定雇用の量的側面を見ておこう。表‐2 は産業別雇用者のこの 10 年間の推移を
みたものである。ここで増減のそれぞれの第 1 位をあげると、製造業の雇用がこの 10 年で 156
万人も減少し、医療、福祉が 259 万人増大している。製造業は元来、現場で品質を作り込む必
要から従業員を長期に育成することで、長期に安定的で規模の大きな雇用の受け皿となってき
た。この分野で就業者ベースでみると、この 10 年で 181 万人減少している。この 10 年で熊本
県人口に匹敵する製造就業者がなくなった勘定である。1972 年から比較すると減少幅は 396
万人となる。その代わりに増えているのが非正規雇用の多い介護福祉分野であることから、質
的には安定的雇用が減って、不安定雇用が増えているといえよう。 
そして後述するように、2012 年はエレクトロ二クス企業を中心に事業再編、人員削減を発表、
実施した企業が多い。雇用の量という点では現在も、そして将来も厳しい事態が考えられる。
量的に雇用が不安定になる原因として 2 点考えられる。景気動向にさらされて生じる不安定と、
                                                          
1 表‐1 に示される規制緩和を主張し、これを牽引した経済学をそのバックボーンの新自由主義イデオロギー
とともに検証することもこの拙稿のテーマに当然含まれなければならない。しかし紙幅の関係等でそれは
別の機会を期したい。 
2 労働市場の規制緩和は労働市場を流動化させ、それを価格メカニズムに委ねれば、需給ミスマッチが解
消され、IT 化に伴って形成された新しい産業構造に適応でき、かつ社会、価値観の変化に伴う多様な働き
方を自由に選択できるということをお題目にしていた。こうした新古典派経済学に沿った思考においては
労働力商品の特殊性が全く理解されていない。厚生労働省の意識調査（「就業形態の多様化に関する総合実
態調査」）でも非正規労働の正規労働への移動を望む割合（派遣切りが行われたリーマンショック以前の
2007 年でも契約労働者の 39.0%、派遣労働者の 39.5%が正規雇用を希望していた）が高いのも、非正規労
働の悲惨さを物語り、この規制緩和が叙上のお題目のように進まず、生活破壊をもたらしていることが時
間の経過とともに明らかになっているのである。 
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2002年 5348 40 506 1106 (148) (311) (944) 155 (90) (156) (306) (186) (244) 436 87 (339) 220
2003年 5385 33 495 1094 (145) (314) (961) 149 (86) (155) (310) (174) (262) 476 79 (343) 227
2004年 5362 31 474 1052 (154) (317) (946) 150 (88) (142) (310) (172) (246) 511 77 (384) 228
2005年 5420 33 458 1068 (178) (318) (953) 157 (90) (140) (302) (182) (242) 507 70 (416) 221
2006年 5481 40 454 1091 (174) (310) (928) 147 (95) (149) (292) (182) (258) 543 75 (432) 219
2007年 5548 40 439 1092 186 339 954 153 102 145 290 169 268 553 56 445 227
2008年 5549 41 429 1082 186 322 931 154 97 154 305 182 257 578 59 448 237
2009年 5488 52 439 1018 192 324 923 152 93 146 310 187 262 598 55 430 225
2010年 5515 55 419 994 183 347 949 143 101 159 323 195 278 612 46 412 222
2011年 5528 48 413 984 188 351 947 146 96 159 324 186 276 652 43 416 228
2012年 5490 51 401 950 184 324 939 152 88 162 320 179 267 695 55 413 234
増減 142 11 -105 -156 36 13 -5 -3 -2 6 14 -7 23 259 -32 74 14
資料；総務省、労働力調査各年より作成
さらにもっと深層の構造的な要因によって作り出される不安定である。本稿ではこの 2 点を詳
しくみていきたい3。 
 
Ⅰ．リーマンショック後の 3つの景気下降局面とアベノミックス 
 
図‐1 は 2008 年以降の日本の経済成長率を、四半期ごとに年率換算して、みたものである。
ここで 3 度のマイナス局面が確認できる。第 1 のマイナス局面はリーマンショック後のもの、
第 2 のマイナス局面は東日本大震災後のもの、そして 2012 年第 2 四半期以降第 3 のマイナス
局面を迎えている。第３局面では政権の再交代が行われ、「アベノミックス」の真価が問われる
ところとなっている。大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略の 3
本の矢がはたして奏効して、デフレ脱却が実現でき、国民生活の安定がもたらされるのであろ
うか。 
 大胆な金融政策に関して、日銀資産は現在すでに 160 兆円近い水準にあり、国債保有額も 118
兆円を超えている。さらにその内訳を示しておけば、長期国債が 91.3 兆円（うち「資産買入等
の基金」による買い入れが 25.9 兆円）、国庫短期証券が 27.3 兆円（うち「資産買入等の基金」
による買い入れが 11.7 兆円）である。2013 年度一般会計予算が 92.6 兆円であることを考える
                                                          
3 当研究グループで現地調査を重ねてようやく筆者にはわかったことであるが、非労働力化している層が
大きく、こうした人々、若者にどのように就労機会を作り出していくべきか、各地で様々な試み、営みが
行われている。釧路の中間就労を実現するための支援体制、これを置かないでサポート体制の下で直接就
労機会を作り出していく静岡方式、市自ら産業政策を展開し、就労機会を作り出していく豊中方式。これ
らについては当グループの研究成果を参照されたい。 
表‐2 産業別雇用者数（第 12 回改定日本標準産業分類、万人） 
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と、日銀がすでに一般会計規模の長期国債を保有していること自体異常な事態と言わざるをえ
ないうえに、現政府は日銀に更なる量的緩和を迫ってきたし、迫っている。日銀総裁が辞めた
がるのも無理からぬことである。 
実は日銀の金融緩和は、これまでの基本方針としていた新自由主義的教義を無節操極まりな
く捻じ曲げて個別金融機関を救済し、為替切り下げを目的に金融緩和を推し進めてきた米欧の
金融緩和策との対抗の中で実現されてきた。FRB はゼロ金利政策と並行して流動性供給、MBS
の買取り、長期国債を中心に長期証券の買取りを行い、昨年 9 月に QE3 を実施し、昨年末残
高では MBS 買取りは１兆ドル、長期証券の買取りも 1 兆 3000 億ドル、資産全体が 2 兆 8961
億ドル、リーマン時に比べて 3 倍にまで膨張するに至っている。ECB も 2011 年末から 2012
年 2 月に LTRO で 1 兆ユーロを供給し、その時点で資産が 3 兆 2000 億ユーロに膨張したにも
関わらず、その後無制限の国債購入を実施している。つまり、現下の金融危機の原因をもたら
したサブプライムローン担保証券を中心とする不良証券（MBS）のリスクは中央銀行が抱え込
み、今日の欧州財政金融危機をもたらしている銀行保有の PIIGS 国債も中央銀行が抱え込み、
民間リスクを中央銀行が肩代わりする前代未聞の手法の下で現下の小康状態が保たれているに
すぎず、サブプライムショック、リーマンショックは決して過去のものではない。その原因は
除去されておらず、中央銀行がその原因となっているリスク性金融商品を抱え込んでいるので
ある。抱え込んでいるといっても、中央銀行だから倒産することはまず考えられない。しかし、
MBS が償還前に暴落すれば、また長期国債が償還されるまでに長期金利が上昇すれば、中央
銀行の資産は目減りし、そうなれば、発券銀行の信認が大きく揺らぐことになる。さらに FRB
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図‐１ GDP成長率季節調整済み年率換算
（2008年第1四半期～2012年第3四半期）
資料：内閣府、四半期GDP速報より作成
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であれば国際通貨体制もそれで大きなダメージとなることは否定できないところである。 
第 2 の景気下降局面は東日本大震災によってもたらされた。地震、津波による被害が複合し
て広域に生じ、空間としてのコミュニティもなくなってしまった地域も多く、コミュニティの
再興という、単なる復興だけで済まされない大きな課題を抱えている。加えて東京電力福島第
1 原子力発電所の事故は原子力に依存しない発電体制を構築していかなければならず、地域の
再生を考えていくうえでも再生可能エネルギーによる発電、送電、それらを利用したコミュニ
ティビジネスを構想し、地域社会をいかに構築していくべきか、重要な課題も山積している。 
第 3 の下降局面は、リーマンショック後、世界経済を牽引してきた新興国、とりわけ中国が
息切れを起こしたことが原因となっており、中国経済の息切れは複合要因によってもたらされ
ている4。したがって中国経済がすぐに好転し、「中国頼み」の日本経済の回復が期待できるも
                                                          
4 少し長くなるが、中国経済の息切れについて記しておきたい。周知のように中国経済は 2012 年になると
成長に陰りが生じるようになった。成長率は鈍化し、雇用確保に最低限必要とされる 8％台を暦年を通し
て実現することは難しいと考えられている。その理由は輸出の伸びに急ブレーキがかかったことにある。
もちろん最大の輸出先である欧州が財政金融危機に直面して市場が収縮したことがその最大の要因である
が、他の輸出先でも伸びは低下している。中国自身の要因とすれば、コスト上昇による輸出競争力の低下
が考えられる。都市部の有効求人倍率は 2010 年には 1.0 の境界線を超えた。都市部の平均賃金は 2000 年
の 9333 元から 2005 年には 18200 元に、さらに 2010 年には 36539 元と、5 年ごとに倍増し、上海では
66115 元、北京でも 65158 元と平均を大幅に上回る水準に推移している（中華人民共和国国家統計局『中
国統計年鑑 2011』）。４兆元の内需振興、それ以前「中部地区崛起｣政策が実施されたことで、農民工の出
身鎮・市・省で労働需要が大量に発生したこと、食料品を中心にインフレが生じたこと等の要因が重なっ
て賃金が上昇した。一人っ子政策により、中国では少子高齢化が圧縮して進行しており、生産年齢人口は
2015 年あたりからピークアウトし、さらなる成長鈍化の大きな要因となると考えられる。また内需面では
各種補助金の大半が 2010 年で終了したことも成長鈍化の要因になっている。 
 インフレについては食料品の価格が 2010 年に前年比 7.2％、2011 年にはさらに 11.8％も上昇し、2012
年 1 月-11 月平均で 5.0％に落ち着きを見せてきたものの、このような賃金上昇率を上回るインフレは国民
の不満を鬱積させるものになる。FRB, ECB, BOE, 日銀等の中央銀行の無節操な量的緩和によって大量に
供給された資金が｢流動性の罠｣によって、穀物、資源の先物市場に向かい、食料品価格が高騰したという
外的脈絡でインフレが激化した点は否めないとはいえ、中国政府・人民銀行はこのインフレを抑えるため、
2010 年 11 月から 2011 年 6 月まで、9 回にわたって 0.5％ずつ計 4.5％の預金準備率を引き上げざるをえなか
った。 
 先進諸国がゼロ金利と量的緩和を繰り返す中、2010 年 6 月に人民元の弾力化をはじめ、金利を引き上げ
ていった結果、人民元の為替水準は上昇していった。弾力化して以来人民元の対ドルレートは 6.8 ドルか
ら 2012 年 4 月に 6.3 ドルに上昇し、これも輸出の足枷になった。 
 また、金融引き締めは中国にとってもう一つのリスクとなる。地価、住宅価格の下落である。2011 年秋
以降、70 都市の新築住宅価格は 50 都市前後の規模で低下している。これに絡んで地方政府の債務問題、
商業銀行の不良債権問題も潜んでいる。まず、2008 年 11 月の 4 兆元の内需振興策で、地方政府に 1.25 兆
元の投資拡大が求められていた。地方政府は地方政府融資平台（投資プラットホームと呼ばれている）を
設立し、商業銀行をはじめとする金融機関から資金を調達し、インフラ投資に充ててきた。2011 年の国家
審計署の検査で 2010 年末現在の地方政府の債務額が 10 兆 7175 億元に上ること（以上『通商白書 2012』）
が、中国政府系の不良債権処理会社中国東方資産管理の調査では、地方政府傘下の投資プラットホームや
高速鉄道向け融資の不良債権化が指摘され、不良債権比率の予測値は平均で 15％に達し、1 兆元（約 12
兆円）超が焦げ付くとの計算が示された（2011/09/21 日本経済新聞）。しかしながら地方都市での旺盛な住
宅需要、そして何よりも中国共産党の威信もあり、不動産バブル崩壊は抑えられると考えられるが、イン
フレ抑制と不動産バブル崩壊との狭間で金融政策の幅は制限されることになる。 
 少子高齢化の急速な進展は｢先富論｣（先に豊かになれる地域から富裕を実現し、他の地域を助ける）で
はなく｢未富先老｣（豊かになる前に高齢社会になってしまう）になる可能性を否定できないものとしてい
る。仮に不動産バブル崩壊抑制を優先し、金利を低めたままの状態にしておけば、インフレが再燃する可
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のではない。 
 3 つの景気下降局面をみていると、景気の好転の要因は認めがたい。そのなか国会答弁で、
安倍首相は日銀総裁には雇用の責任も求めている。量的緩和が「流動性の罠」に嵌らないため
の方策も難しい。加えて新興国のインフラ市場、中間層市場がターゲットゾーンになっている
以上、日本企業も新興国での現地化戦略を進めていくに違いない。「アベノミックス」でデフレ
脱却を図るうえで、「流動性の罠」に嵌ることなく、国内投資が喚起され、それが順調に伸びて
いくこと、と同時に雇用が質量的にも安定し、国内消費が伸びていくことがその不可欠の要因
になっている。 
 しかしながら叙上の三本の矢が雇用の安定にただちに結びつくものとも考えられない。常用
雇用指数、完全失業率等の雇用関連指標が遅行指数とされるのも、雇用動向は景気動向に遅れ
て現れるからであり、そこで政策との因果関係を見極めるのは難しい。 
 さらにいざなみ景気（2002 年 1 月～2008 年 2 月）にみられるように景気が回復しても雇用
環境がそれになかなか追いつかない「ジョブレスリカバリー」が定着してしまった。リーマン
ショック後も図‐2 に示されているように雇用が生産回復に結びつかなかったのである5。金融
緩和→国内投資→景気回復という脈絡が一筋縄でいかないうえに、仮に景気回復に結びついて
もそれが雇用回復に結びつくのは必然であるとはいえない。というのも、新興国からの対日
キャッチアップの下で競争力を回復するには国内投資にはイノベーションが期待されており、
そうなればなったで、資本集約度が増し、雇用がそれに結びつきにくくなるからである。 
  
                                                                                                                                                       
能性が生じる。格差が拡大しているなか、インフレが蔓延すれば、社会は不安定になる。2011 年に中国政
府がインフレ抑制を最優先させた所以である。西南財経大学（四川省）の調査によると、ジニ係数は 2010
年で 0.61 となり、警戒ラインとされる 0.4 だけでなく、社会不安につながる危険ラインとされる 0.6 も超
えてしまっているという（2012/12/11 日本経済新聞）。都市部と農村部の 1 人当たり所得の差は 2011 年現
在でも依然 3 倍を超え、都市部においても格差が生じている。その最大の要因は農民工の存在である。低
賃金で、都市戸籍が与えられないゆえに医療、教育の公的サービスも受けられない。その数はリーマンシ
ョック後も増え続け、2011 年に 2.53 億人に達している。李捷生によれば、農民工は農村との関連では戸
籍制度による拘束を受け、農地所有を維持するために｢半農半工｣を選択せざるをえず、さらに政府による
食糧価格低位維持政策によって出稼ぎが強制され、その処遇として最低賃金以下、長時間労働、休日なし、
早朝出勤、賃金未払い・一部不払い、婦女暴行、口頭契約、児童労働、労災多発が指摘されている。これ
ら過酷な事態を招いた理由の一端は｢地方政府が監督の任を果たさなかったこと｣（菅原陽心編著『中国社
会主義市場経済の現在』、御茶の水書房、2011 年、第 10 章）にあるという。地方政府が工場と従業員を提
供し、多国籍企業がそこで操業する場合、こうした過酷な労働条件が多国籍企業の利益のみならず地方政
府の収益をもたらす。農民工は多国籍企業に搾取されるだけでなく、地方政府にも収奪されることになる。
松尾秀雄によれば、建国後の中国の戸籍制度は 1950 年代前半に形づくられ、その目的は毛教義に基づき、
｢人民公社を社会の基層組織とする共産主義社会建設｣にあり、そのために｢農村部から都市部の人口流入の
制御を目的として戸籍管理が実施された｣（同上、第 12 章）。こうしたウールマークの付いた｢社会主義統
制の遺物としての戸籍制度｣を続ければ、格差は世代間を跨いで拡大し、ますます不安定な社会構造になら
ざるを得ない。 
5 指数化した有効求人倍率では近時生産動向に近づいている。その大きな要因は東日本大震災後の復興需
要の増大にあると考えられる。 
－ 7 － 
 
 
 
 
 仮に雇用回復に結びついても、雇用の質が不安定であれば、労働分配率が低く抑えられ、雇
用回復が必ずしも労働者の所得増大、国民生活の安定に直結するとは限らない。2010 年に雇用
に占める非正規雇用の割合は 34.3％に上り、賃金水準は非正規労働の増大と反比例して低下し
てきた。図‐3 は連合が「パーシェ式賃金比較（性、学歴、年齢、勤続年数を同一と仮定して
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図-2 主要業種別生産指数（季節調整済み）
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賃金を計算）」を用い、1997 年の値を 100 とした指数で賃金水準の推移を示したものである。
年間賃金水準は 1997 年から 2011 年にかけて 13％低下している。厚生労働省の国民生活基礎
調査（2012 年 6 月）によれば、1 世帯当たり平均所得金額は、1997 年には 657.7 万円あった
ものが、2010 年には 538.0 万円に、絶対額で 119.7 万円、19.2％の減少を示している。いざな
み景気のいざなぎ超えが喧伝されながら、この間賃金ならびに世帯当たり所得は下がり続けて
おり、いざなみ景気による、それ以降の「富」はどこへ行ってしまったのか。『2012 年国民春
闘白書』は財務省「法人企業統計年報」に基づいて、資本金 10 億円以上の金融関係を除く企
業 5000 社の内部留保（資本余剰金、利益余剰金、流動負債、固定負債の合計）を割り出した
ところ、それは 1998 年度の 143 兆円から 2010 年度には 266 兆円に急増している。非正規雇
用の増大による労働分配率の低下を規定因に利益余剰金が膨らみ、国内での有望な投資先が減
少することで、また景気不透明感によって資本余剰金が増大し、賃金ならびに世帯当たり所得
の推移と企業の内部留保の推移は鋏状になっている。資本の生産過程で形成された価値が賃金
と剰余価値に配分されるのであるから、両者はトレードオフの関係にあり、賃金が減れば当然
利益は増える。 
 株式会社の場合、利益から配当が分配される。このことに関して興味深い逸話がある。田村
達也によれば、2000 年の日経連のセミナーで経営者の役割について、「アメリカ型の株主重視
を貫くことが必要」と説く米倉誠一郎（当時一橋大学教授）と雇用維持を重視する代表的経営
者との間で激しい論争が展開され、米倉教授は孤立無援であった（田村達也［2002］、134 頁）、
という6。アメリカ型をありがたがる「高邁」の香り漂う学説に反論する骨のある経営者がこの
頃にはいて、多くの経営者がこの学説に同意を示さなかったとは、今となれば隔絶した感が拭
えない。とはいえ、企業の利益と株主が得る配当にもトレードオフの関係があるので、株主の
利害・権限を抑えるためにステークホルダー重視を強調する手もあるかも知れない。もちろん
金融が証券化を内実に肥大化してきた結果、企業は買収される危険性が高くなったのであるか
ら、株主価値最大化のために腐心せざるをえなくなったことにも留意しなければならない。こ
うした経路も重なって配当総額は 2002 年から、内部留保ほどではないが増大してきた。ストッ
クホルダー重視の経営が喧伝されるなか、株主価値最大化を図るためには ROA（Return On 
Asset 総資産利益率）ないし ROI（Return On Investment 投資利益率）を高めなければなら
ず、そのために外部委託、アウトソーシング等を通して資産圧縮を図る、あるいは人件費も固
                                                          
6 1990 年代以降の東アジアの、とりわけ中国の経済成長、生産力向上、技術蓄積の進展には目を見張るも
のがある。そこには多国籍企業誘致に伴う技術のスピルオーバー以外に日系企業からの技術流出の存在が
指摘されている。技術は元来人間の技能を離れてありえないので、この技術流出も人間を介して行われて
いる。つまり「従業員重視の企業経営」をいとも簡単に放擲し、「株主重視の企業経営」を声高に言っての
け、リストラを断行してきたことが天に唾する行為であったことを謙虚に受け止めるべきであろう。 
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定費から流動費扱いでき、かつ安価な派遣労働等の採用する方向に傾斜するものとなる。仮に
雇用が量的に増えても、小渕から小泉政権の下で政策的に推し進められた労働市場の規制緩和
によって生じた雇用の流動化に歯止めをかけなければ、国民生活の安定には結びつかないので
ある。 
 さらに雇用の量自体が確保されることが、現在の日本の産業構造、企業体制の下では難しく
なっている。日本の産業競争力が低下し、企業自体にこれまでのような雇用吸収力を求めるこ
とが難しくなったと考えられるのである。項を改めてこのことを明らかにしていきたい。 
 
Ⅱ．リーマンショック後の日本貿易・産業構造の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 2012 年の貿易収支（速報値）は 6 兆 9273 億円の赤字を計上した。2 年連続の赤字で、しか
も 2011 年の赤字（2 兆 5647 億円）を大きく上回り、月次でも 2013 年 1 月現在で 7 か月連続
の赤字を続けている。貿易赤字が定着しつつある感が否めない。福島第 1 原発事故後に割高な
液化天然ガスの輸入が介在しているとはいえ、この貿易赤字の定着の意味するところは容易な
らない。表‐3 から瞭然のように、いざなみ景気は輸出主導の下で実現された。2000 年からリー
マンショック前年の 2007 年にかけて、輸出依存度は全産業で 17.0％から 25.1％に機械系 4 業
種計で 26.3％から 35.4％に増大しているのである。1986 年の前川レポート以来、「内需主導型
経済の実現」は日本経済の宿望であったにもかかわらず、平成不況からの脱却も輸出に依存す
るものとなった。輸出の構造的特徴はまずは輸出額に占める機械系 4 業種の割合が高かったこ
とにある。4 業種の輸出に占める割合は 1990 年には 73.3％を占め、その後比率を落とすもの
の、2000 年には 70.4％、2007 年にも 67.5％を占めていた。輸出品、輸出先で見ると、大雑把
には組立製品の米欧輸出と資本財・中間財のアジア輸出という双発エンジンによって輸出ドラ
イブがかかったのである。 
表-3 産業別輸出依存度の推移 1960－2007 年 
 
全産業 一般機械 電気機械 輸送機械 精密機械
機械系 
4 業種計 
1960 年 9.4% 0.2% 0.03% 0.1% 0.2% 0.1% 
1970 年 10.1% 10.6% 11.64% 17.0% 27.3% 13.7% 
1980 年 13.7% 22.0% 17.99% 32.3% 34.3% 25.1% 
1990 年 12.7% 27.2% 17.43% 22.1% 25.3% 21.6% 
2000 年 17.0% 36.5% 22.94% 24.4% 18.9% 26.3% 
2007 年 25.1% 41.6% 32.78% 32.7% 46.8% 35.4% 
資料；経済産業省『工業統計』、財務省『貿易統計』より作成 
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 ところが組立製品の米欧輸出が減少し、加えて資本財・中間財のアジア向け輸出にも陰りが
出てきた。加えて通信機器を中心に製品のアジアとりわけ中国からの輸入が増大し始めたので
ある。後者については 2012 年の貿易構造もからみてとれる。半導体等電子部品の輸出が前年
比で 6.3％減少し、輸入では通信機が前年比で 36.3％増大している点である。貿易赤字が定着
するということは金融緩和しなくとも円安に振れやすく、石油、天然ガス等の輸入代金がかさ
むことによってさらに円安が進行するという悪循環も視野に置かなければならなくなった。 
 以下時期をリーマンショック後から設定して、日本の貿易構造、産業構造を概観し、雇用の
現状ならびにトレンドを考えていきたい。 
 
 
まず、リーマンショックの影響を輸出面での変化からみておきたい。国別・地域別輸出総額
の推移は図‐4 で確認できる。明らかなように、いずれの地域・国への輸出も 2009 年第 1 四
半期に 2008 年 9 月の半分以下の水準に落ち込み、その後 2008 年 9 月の水準に回復している
のは唯一対中輸出だけで、それも 2010 年 10 月に初めて達成された。さらに構成比でも 2008
年 9 月では対米輸出が 17％、対中輸出が 16％だったものが 2010 年 10 月には対米が 16％、対
中が 20％となり、この間に逆転し、対中輸出は輸出総額の 5 分の 1 を占め、広東省の来料加工
という委託加工形態で香港経由で広東省に再輸出される分を含めるとその比重はもう少し高ま
るであろう。この点で「中国頼み」が一瞥してみてとれるのである。 
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表 4 中国における自動車・家電補助金制度 
名称 対象 期間・内容 
自 
 
 
 
動 
 
 
 
車 
購置税減税 1600 以下の自動車 
当初は 2009 年 1 月 20 日から同年末までで 10％を 5％に減税、 
期間を 2010 年末まで延長し、延長分については 7.5％に再設定 
汽車下郷 
農民の小型・軽トラの
購入・乗換，1600cc 
以下の自動車購入 
2009 年 3 月に導入され、期間も 2010 年末まで延長、 
販売額の 10％を補助 
以旧換新 都市部の自動車買換え
2009 年 6 月に導入され、締切も２010 年 5 月から 2010 年末まで延長。 
補助金が支給され、延長分には補助金上限の引き上げ 
低燃費小型自動
車購入補助金 
低燃費車 2009 年 6 月に導入され、購入に際して 3,000 元を支給 
家 
 
電 
家電下郷 家電 
2007 年 12 月に策定され、翌 1 月から山東、河南、四川でカラーテレビ、 
洗濯機、冷蔵庫、携帯電話に購買に 13％の補助金が支出。 
2009 年 2 月から全国に広げられ、対象も温水器、エアコン、電子レン
ジ、電磁調理器に拡大、2013 年 1 月末まで実施。 
以旧換新 家電の買換え 
カラーテレビ、洗濯機、冷蔵庫、パソコン、エアコンの買換えに 10％の 
補助金が支出。期間も 2011 年末まで延長。 
省エネ家電 
購入補助金 
5 都市で試験的に実施 省エネ家電の購入に補助金を支出。 
資料）各種資料により作成 
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輸出依存度の高い機械系業種で輸出動向を確認しておこう。図－5 から明らかなように、一
般機械についてはやはり対中輸出が 2010 年 10 月で 2008 年 9 月の輸出規模から 140％を少し
超えて増大しており、シェアも 2008 年 9 月の 14％から 2010 年 10 月には 24％に跳ね上がっ
ており、資本財の対日需要が中国において増大したことを示している。表－4 に示してある中
国の内需拡大のための各種補助金によって、自動車、家電の生産が増大し、それらを組立てる、
加工する資本財需要が大幅に増え、日本からの輸出もそれに誘発され拡大したと考えられる。
ところが、電機と輸送機とでは事態は異なっている。 
 
 電機については図‐6 で明らかなように世界全体で考えても、2010 年 10 月の回復度は
76.1％で 4 分の 3 の戻りでしかない。また対中輸出の回復ぶりが一般機械とは対照的に弱く、
2008 年 9 月の 86％の回復でしかない。「家電下郷」、「以旧換新」の規模のわりにその恩恵を在
日本企業がさほど受けることができなかったといえよう。その理由は叙上の補助金によってた
とえば「家電下郷」において洗濯機でパナソニック、三洋電機が、エアコンにおいてダイキン
が指定されても現地法人で対応する、また洗濯機用モーター、エアコン用のコンプレッサの需
要が発生しても、それらは現地で調達される。それだけ中国国内で電機産業の集積に厚みがで
きてきた。もちろんこの集積は日系企業も、台湾系企業、台湾系グローバル EMS、韓国系企
業、さらには地場企業によって構成されており、その厚みによって、日本からの製品、部品、
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デバイスの輸出に出る幕は限られていた7。また補助金の対象となる諸商品の価格帯からいって
も標準部品・デバイスが調達され、高機能部品・デバイスの出番も限られていたと考えられる。
この 2 点が一般機械と好対照をなした電機業界の理由である。 
 図‐7 から輸送機械の輸出動向をみると、まずリーマンショック前にいかに対米輸出市場が
大きかったか一瞥して判断できる。その輸出市場は 2009 年 1、2 月に 2008 年 9 月の 3 割の水
準まで落ち、6 月に急伸する。その理由は同月に「自動車買い替え支援法」（予算総額 20 億ド
ル）が施行され、米運輸省によれば 69.1 万台、28.8 憶ドル相当の申請があって、大型車種か
ら低燃費の小型車種への買い替えが進んだ（経済産業省［2010］、56 頁）。2010 年 10 月現在
                                                          
7 各発売当初の iPhone（2007 年）と iPad（2010 年 4 月）に搭載されている電子部品・デバイスの日本企
業の部品・デバイス比率も極端に低下している。iPhone の際にはタッチパネル部品の 9 割以上が日本製だ
ったという。しかし米調査会社のアイサプライが iPad を分解したリポートによれば、液晶ディスプレーや
データを保存するフラッシュメモリーなど主要な 14 部材のうち、日本企業では唯一、TDK の子会社、ア
ンプレックステクノロジー（香港）製のバッテリーが採用されていたにすぎない。米アップルは予備とし
て東芝からもメモリーを調達している。同様に液晶ディスプレーもセイコーエプソンからも少量ながら調
達している。しかし、大半の部品・デバイスは韓国系・台湾系企業から調達されていて、その分析結果で
は日本企業が技術で優位に立っていた分野で、新興勢力が受注したケースが目立つ、という（日本経済新
聞 2010 年 4 月 9 日付 朝刊）。その理由はまずはこの間に韓国系、台湾系企業の技術水準が向上し、価格帯
では太刀打ちできなくなってきたことにある。アップル社は高機能部品・デバイスを敬遠している。製品
価格が押し上げられること、また高機能部品・デバイスを採用すればそれらを生産している企業に技術的
に支配されることへの懸念からである。さらにアップル社は製品の量産化に伴って発注価格を引き下げる
ので、この点から逆に日本企業がアップル社を敬遠した側面もあるとも考えられる。とはいえ、世界的に
メガヒットが期待できる製品への電子部品・デバイスの搭載に日本企業の部品・デバイスの比率が落ちて
いるのは事実であり、しかもかつては独壇場の分野での後退であることも認めなければならないであろう。 
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では 2008 年 9 月の 7 割の水準に回復している。しかしこの間 1406 億円分、輸出市場が縮小
した。 
 対中輸出市場はこの間 1.45 倍増大し、シェアも 4％から 9％に倍増している。しかしその増
加分は 345 億円で、対米輸出市場の減少分を補うレベルには達していない。リーマンショック
前だとアメリカ市場では 1 台あたりの利幅の大きい上級車、高級車が多かった。しかし、2009
年以降、中国乗用車市場は販売台数では世界一になったとはいえ、クラス別には 10 万元以下
の廉価車市場が 55.7％を占め、排気量別では 1600cc 以下が約 7 割を占めている。そうした市
場の構造に規定され2010年10月現在でも対中輸出市場は対米輸出市場の3部の1に過ぎない。
また中国において、2009 年で最も販売台数が大きかった日系自動車会社は東風日産で、518968
台を売上げ、中国内第 5 位になっている。それは東風日産が種々の補助金制度が導入される以
前にターゲットを 1600cc 以下に絞っていたことで功を奏したと考えられ、当然、現地調達を
増やしつつ、現地生産、現地販売の現地化戦略が適用されている。 
 こうしてみると、リーマンショック後、日本の輸出市場は大きく様変わりし、米主導から、
新興国市場、とりわけ中国市場が大きくクローズアップされてきた。ところが、対中輸出市場
で伸長している機械系業種は一般機械だけである。このことは内需主導で進展している新興国
の工業化の輸出誘発効果は日系機械業種では資本財部門に限定されていることを示している。
これまで日本経済を牽引してきた輸送機械、電気機械産業は現在の輸出で新興国に食い込むこ
とは難しいことがリーマンショック後の数年のうちに明らかになっていると考えられるのであ
る。叙上のように新興国の中間層市場がボリュームゾーンとして最も魅力的な市場になってい
る。しかしそこには現在のところ輸出で食い込めるのは資本財、素材に限定され、輸送、電機
は輸出ではなく、現地化戦略で食い込む以外に方法はない。つまり、企業としては現地化で食
い込めるが、日本国内で新興国の工業化による輸出誘発効果はそれほど受けられないのである。
現地化ということではますます対外直接投資が増大し、生産移管が進み、輸出代替効果が増し、
産業空洞化が進むことを意味する。それだけではない。現地化が進めば、それだけ現地調達、
周辺調達が進み、対外直接投資による中間財輸出誘発効果が減少することになる。空洞化の安
全弁も機能を低下することになり、産業空洞化はさらに進み、中間財部門の中小企業も現地化
に対応し、対外直接投資を増大させると考えられる。 
筆者は 1993～1995 年の第 4 次円高を契機に日本は産業空洞化に舵を取ったと考えている。
第 4 次円高を契機とする日系エレクトロニクス企業の東アジアを主とする海外事業展開の特徴
をみて、そのように考えられたのである。その特徴とはまず、主力量産品のみならず高付加価
値品までも東アジアに生産移管された点である。第 2 には国際調達が拡大した点である。この
点では、東アジア現地法人から製品が日本に逆輸入されること、また東アジア現地法人で部品
－ 15 － 
の現地調達、周辺調達が増大したことに留意すべきである。第 3 には現調の増大によって現地
での改良設計の機会が増えることから、設計開発の現地化が始動したことにある。第 4 には仕
向け先が現地、本国、第 3 国にバランス化した点である。さて、第 1 の特徴は輸出代替効果を
もたらし、第 2 の効果は逆輸入効果をもたらす。ことに逆輸入効果が絶大であるが、両者は日
本国内の生産と雇用に負荷をかけることになる。逆輸入戦略をとればその品目の国内生産を放
擲するものとなり、高付加価値品まで生産移管されれば、最悪の場合、移管元の量産工場は閉
鎖の決定が下されることにもなる。第 2 の現地調達の拡大は直接投資による中間財誘発効果を
薄めることを帰結させる。第 3 の特徴は東アジア現法の生産能力の質的向上をもたらし、輸出
代替効果、逆輸入効果を高める（宮嵜晃臣［1995］）。上述した日本電機産業の対中輸出の戻り
方の弱さの原因もここに関連している。すでに第 4 次円高から 20 年弱が経過するなか、中国
の最終組立製品の生産能力の高さだけでなく、各産業集積の厚みも増し、部品の現地調達が伸
びていて、日本からの部品輸出の必要度は漸次減少している。 
さらに近年において日本エレクトロニクス産業は、基底においてはデジタル化の進展とグ
ローバル化の進展との相乗効果に対応できずに厳しい状況に直面している事態がみてとれる。
2009 年になって日本総合家電メーカの 5 社東芝、ソニー、日立、三菱電機、日本ビクターが
テレビの EMS への生産委託の方針を打ち出し、かつての独壇場の生産からの撤退を表明した。
2012 年になると、生産を続けてきたシャープ、パナソニックも史上最悪の赤字を計上すること
になった。同年 3 月期の連結最終損益はシャープが 3800 億円の赤字、パナソニックが 7721
億円の赤字を計上した。またソニーも 5200 億円の連結最終赤字を記録した。シャープは 2000
人の希望・早期退職者を募ったところ、2960 名がこれに応募した。パナソニックも本社従業員
7000 人を半減することが報じられた。またソニーも化学事業、中小型液晶事業の再編で 5000
人、他の事業で内外約 5000 人の人員削減の計画が報じられた。テレビは 1980 年代日本製品輸
出の花形の一つであったし、その後の液晶テレビ、プラズマテレビは日本企業の技術の粋を集
めた製品であると考えられてきた。その製品で韓国のサムソン電子、LG 電子に大きく水をあ
けられる結果となった。アナログ、ME 時代に優位を誇った垂直統合型の生産システムが、デ
ジタル、IT 時代では水平分業型システムに後塵を拝する結果となったのである。現在直面化し
ている日本産業構造の苦難はこのデジタル化時代のモジュラー型オープンアーキテクチャにう
まく対応できていない点にある。日本エレクトロニクス産業の苦境はテレビ業界だけではない。
電子部品、デバイス分野でも明瞭に示されている。2012 年 5 月にはエルピーダが米マイクロ
ンに買収され、かつてその分野からインテルを駆逐し、日本企業の独壇場となっていた DRAM
から日本企業は姿を消すことになった。またルネサスエレクトロニクスも国内 9 工場の閉鎖、
売却によって 5000 人の希望・早期退職者を募集したところ、7446 人がこれに応じた。両社の
－ 16 － 
出身母体の一つの NEC も 2012 年 7 月に募集した希望退職に 2393 人が応じた。TDK も 2011
年 10 月に海外 1 万人、国内では 1000 人分の業務削減、秋田県の 3 工場の閉鎖が発表され、翌
2012 年 2 月に創業者齋藤憲三の生地にかほ市の 3 工場の閉鎖が発表された。注 6 で記したよ
うに、アップル社のビジネスモデルはファブレス化＝アウトソーシングの徹底にある。その際
調達するのは標準部品・デバイスであり、「カスタマイズは組み込まれたプロセッサー上のソフ
トウェアで行う」（新藤哲雄［2006］、29 頁）と考えられる。ロジック半導体の市場もこのよ
うなパラダイム転換によって、ASIC（Application Specific Integrated Circuit）から ASSP
（Application Specific Standard Product）に大きく流れが変化し、ASIC ビジネスがリスクを
負うことになり、NEC の混迷の原因の一端はこのあたりにありそうである。また軽薄短小が
進むことで電子部品産業自体が装置産業化し、最新鋭の機械・装置を導入できれば、技術の差
が埋められるようになった。この点が TDK の苦境をもたらしている原因の一端であると考え
られる。TDK の創業時からの基軸技術がフェライトとその活用にあった。しかし、ブラウン管
テレビから液晶テレビに切り替わり、フェライトが用いられなくなったこともこの苦境の原因
である。先に記したように液晶テレビもアナログからデジタルに移行することで、日本テレビ
産業が大きく傾いたが、電子部品・デバイスでも叙上のパラダイム転換等によって、その優位
性が大きく傾いているのである。 
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では自動車産業ではどうであろうか。リーマンショックと今回の円高を契機とする日系自動
車企業の東アジアでの事業展開は、先に記した第 4 次円高を契機とする日系エレクトロニクス
企業のアジアでの事業展開とその影響と共通する面を持っていると考えられる。車種のレベル
は異なるものの、東アジアへの生産移管は増大している。加えて現地調達もその必要度が高まっ
ている。そして新興国のボリュームゾーンを狙うのであれば、設計開発も現地で行わなければ
ならない。第 4 次円高を契機とする日系エレクトロニクス企業の東アジアでの事業展開が電機
産業において空洞化をもたらしたのと同様に、リーマンショックと今回の円高を契機とする日
系自動車企業のアジアでの事業展開は自動車産業に空洞化をもたらす可能性が大きいと考えら
れるのである。自動車部品については図‐8 にみられるように 2008 年 9 月の輸出額を 100 と
する指数で 2012 年 10 月の水準を割り出すと、世界で 109.7、ASEAN では 138.5、中国では
2010 年 12 月に 200.4 を記録した後ピークアウトし、2012 年 10 月には 118.2 を付けている。
アメリカも 2012 年 10 月に 105.6 を記録している。自動車輸出に比べて健闘している。しかし
その要因は自動車の海外生産移管増大に伴う部品輸出誘発効果の向上にある。 
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図‐9 に示されているように、リーマンショック後に自動車の生産台数は内外逆転が生じ、
その差は漸次拡大し、2012 年第 2 四半期にはその差は 161 万台に開き、その傾向は続くであ
ろう。なぜならリーマンショックによって米欧市場が縮小し、その後ターゲットゾーンは新興
国の中間層市場に絞られてきたからである。世帯年間可処分所得 5,000 ドル以上 35,000 ドル
未満の中間層はアジアにおいて 2000 年の 2.2 億人（うち中国 7,000 万人）から 2010 年には
9.4 億人（うち中国 5 億人）に増大しているという（経済産業省『通商白書 2010』187 頁）。
この層を狙い目にするためには現地化戦略を強化せざるを得ない。現地化戦略の当面の柱は現
地生産、現地販売、現地調達、設計開発の現地化である。図‐10 にあるように日系自動車企業
のアジアでの生産台数はリーマンショック時の 120 万台から 222 万台に 1.85 倍増大している。
アジア向け自動車部品の輸出は 2008 年 8 月から 2012 年 6 月まで 917 億円から 1339 億円に
1.46 倍増大している。日系自動車企業のアジアでの事業展開拡大に伴う部品の輸出誘発効果で
あるが、その効果は生産台数の伸びほど現れていない。その理由は中間層をターゲットにして
いるので、部品も可能な限り現地調達が優先される点にある。さらに電子部品・デバイスと異
なり、自動車部品は容積・重量ともその輸出には輸送料金がかさみ、現地調達が優先されるこ
とになる。そのことを踏まえて、今後の自動車部品の輸出傾向を考えると、大きな伸びは期待
できないであろう8。 
 
 
                                                          
8 国際協力銀行が2012年に実施した海外現地法人アンケートでは今後3年程度に海外現地法人が現地調達
率を引き上げると答えた企業の割合は 65.0％で、一般機械は 83.0％、自動車は 85.4％に上っている（「わ
が国製造企業の海外事業展開に関する調査報告―2012 年度海外直接投資アンケート結果（第 24 回）―」
45 頁） 
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 日本型経営を母体に ME 技術革新を世界に先駆けて成功裡に実現し、その先発性利益を世界
市場において享受することによって、機械系工業製品を核に輸出主導型成長を長期にわたり継
続してきた日本経済もグローバル化の進展、モジュラー型オープンアーキテクチャーの普及に
よってこの成長パターンを維持することができなくなった。リーマンショック後のグローバル
資本主義の展開はアメリカの主導性を維持しえず、新興国のインフラ、中間層の市場に大きく
依存するものになっており、日系企業もここをターゲットにすべく現地化戦略を強めている。
部品・デバイスの輸出誘発効果が賞味期限切れになった電機産業だけでなく、一般機械産業、
輸送機械産業も現地化を進めざるをえなくなっている現局面は産業空洞化を最終的局面に誘っ
ているのであり、輸出主導型から内需主導型への転換が待ったなしに迫られている。この 10
年で熊本県に匹敵する製造就業者がなくなり、その傾向は産業競争力の低下により今後はさら
に増すと考えられる。産業空洞化はマクロレベルの問題というより、地域というメゾレベルの
問題で、そこで雇用が、受注が少なくなっていくことにその深刻さがある。 
 雇用という面ではリーマンショック後の生産の「回復」状況にそれが乖離していることも気
がかりなところである。ジョブレスリカバリーである。前掲図‐2 は鉱工業生産指数に有効求
人倍率を重ねたものである。重ねるために、指数の基準年 2005 年の有効求人倍率を 100 とし
て有効求人倍率を指数化した。これをみると、震災前の 2011 年 2 月時点の製造業では 2005
年水準の 9 割近くに回復している。しかし、雇用は厳しい状態から改善しつつあるとは言え、
やっと 6 割の水準に達したほどである。 
 しかし問題はさらに電機、輸送機産業に特化している地域での雇用の減少であり、こうした
地域ではジョブレスリカバリーの状況に産業空洞化の進展が重なる可能性が高い。最後に、電
機集積地である４県の生産・雇用動向を示す図を挙げておきたい。 
 現時点でも生産と雇用の状況には乖離があり、アメリカ、中国でもそのほとんどが補助金が
なくなり、日本でもエコカー減税、エコポイントも 2012 年 3 月で終了し、エコカー補助金も
2012 年 7 月に終了した。こうしたなか、地域の産業、雇用の将来はますます厳しくなると予
想される。企業城下町の典型としてにかほ市を例にして言及しておきたい。にかほ市は秋田県
の旧仁賀保町、旧金浦町、旧象潟町が 2005 年に合併して誕生した。山形県と接する日本海側
に位置しており、TDK は秋田県内に 15 工場展開していたが、そのうち、にかほ市には 8 工場
が展開されていた。古くは 1940 年に平澤町にフェライトの分工場が設立され、戦後 1950 年に
は並形円筒セラミックコンデンサの生産が同地で開始され、にほか市の工場では積層セラミッ
クコンデンサ、中高圧コンデンサ、インダクタ、高周波部品・モジュール、圧電アクチュエー
タ、バリスタ、積層チップバリスタ、サーミスタ、サージアレスタ、社内生産設備、外販生産
設備（ロードポート、フリップチップボンダ）等生産されてきた。秋田県の工業統計調査では 
－ 20 － 
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図-11 長野県鉱工業生産指数；
2005年＝100（季節調整済）
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資料：長野県鉱工業生産指数、長野労働局「最近の雇用情勢より作成
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図-12 山形県鉱工業生産指数；
2005年＝100（季節調整済）
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資料；山形県鉱工業生産指数、山形労働局「最近の雇用情勢」より作成
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資料：三重県鉱工業生産指数、三重労働局「最近の雇用情勢」より作成
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資料：滋賀県鉱工業生産指数、滋賀労働局「最近の雇用情勢」より作成
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1991 年に仁賀保町では製造品出荷額等に占める旧分類電気機械器具の割合は 94.3％、2001 年
には 96.2％、合併後のにかほ市では 86.9％で、旧分類電気機械の中でもそのほとんどは電子部
品・デバイスで、にかほ市地域は日本有数の電子部品・デバイスの供給拠点である。というよ
り典型的な企業城下町である。仁賀保町ではかつて 1985 年当時に 1 号法人は 1 社しかなく、
仁賀保町の法人税の 90.7％はこの 1 号法人によって占められ、従業者数も同年に町全体の 41％
を占めていた9。 
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図－15 にかほ市（旧仁賀保町・金浦町・象潟町）工業統計1991年＝100
 
図‐15 は旧 3 町の合計とにかほ市の製造品出荷額等、従業者数、事業所数の推移を示した
ものである。製造品出荷額等は 2001 年の IT バブル崩壊後 2003 年まで 50 ポイント低下する
ものの、日本の輸出主導型成長を内実とする「いざなみ景気」によってその後急成長し、リー
マンショックによってその後急降下する。しかし、従業者数の推移ではリーマンショック後の
出荷額の急降下ほどにはその影響が示されていない。このデータは 2010 年までしか入手しえ
ない。雇用は景気動向に遅行して変化するので、リーマンショックのにかほ市への影響はこの
図からは読み取れない。しかし現地では今深刻な事態が生じている。先にふれたように TDK
は 2011 年 10 月から 2012 年 2 月にかけて秋田県に立地する 15 工場のうち 6 工場を閉鎖する
と発表した。2011 年に閉鎖が発表された工場は TDK 羽後湯沢工場（湯沢市）、TDK-EPC 鳥
海工場（にかほ市）、TDK 羽城（湯沢市）で、2012 年に閉鎖が発表されたのはいずれもにかほ
市内であり、本社象潟工場（従業員 300 人）、TDK 羽後金浦工場（従業員 300 人）、TDK-MCC
象潟工場（従業員 100 名）で、6 工場の 1000 人は由利本荘市、にかほ市の別工場に配置転換
                                                          
9 仁賀保町の 1988 年の町税は 14 億円あり、地方交付税交付金は 5 億円ですんでいた。2011 年当初のにか
ほ市の市税は 26 億円で、地方交付税交付金は 51 億円を計上するにいたっている。 
－ 23 － 
する方針である（秋田さきがけ新聞 2012 年 2 月 1 日）と報じられた。しかしながら、協力会
社には TDK から契約解除が通告されたと報じられている。栄田電器（にほか市、従業員 450
人）には 2012 年 1 月 31 日に同年 9 月末をもって解除する旨通告があったという（秋田さきが
け新聞 2012 年 2 月 3 日）。京田工業（にかほ市、従業員 150 人）には 2012 年 9 月末での契約
解除が、板垣工業（にかほ市、従業員 40 人）には 2013 年 3 月末での契約解除が、また TDK
も両社からの再就職支援などの要請があれば「可能な限り対応したい」としている旨報じられ
ている（秋田さきがけ新聞 2012 年 2 月 29 日）。また、2012 年 12 月のにほか市定例会の行政
報告で横山忠長市長は、TDK の工場再編などによる離職者が由利本荘市と合わせて 511 人、
そのうちにほか市民が 286 人を占めると述べたと報じられている（秋田さきがけ新聞 2012 年
12 月 6 日）。にかほ市が市内の電子・機械部品製造の 131 社に実施した聞き取り調査では、84
社が TDK と取引があり、50％以上受注を依存する社は 31 社（従業員計 1200 人）で、うち 14
社（同 746 人）は 100％依存していた（秋田さきがけ新聞 2012 年 3 月 22 日）という。したがっ
て、日本の電子部品・デバイスの輸出低迷に示される世界電子部品・デバイスにおける日本企
業の苦境を考えると、離職者は今後さらに増大する可能性が否定できないところである。にほ
か市も TDK 離職者対策としてコールセンター誘致等を施行し、12 月定例会での横山市長の行
政報告ではハローワークの紹介でにほか市民 73 人が再就職し、コールセンターへの就職を含
めると 156 人が再就職したと報じられている。日本エレクトロニクス産業の競争力、雇用吸収
力が落ちているのは事実として認めていかなければならないであろう。日本の産業集積の中で
にかほ市は企業城下町の典型であると考えられる。すべての産業集積がにほか市と同じような
影響を受けるとは考えられない。しかしデジタル化、グローバル化の進展によって、地域経済
に大きな変容圧力が加わるということは他の産業集積でも考えておかなければならない。企業
に雇用を大きく依存することができなければ、新たに雇用機会を生み出す産業ならびにその新
たな事業体を考え、また雇用機会をどのように作り出していくべきか、地域・地域で考えてい
かなければならない。この難しく、しかし喫緊の最重要課題には別の機会で接近していきたい。 
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